
岩手県監査委員告示第 16号 

 行政監査結果の公表（平成 16年岩手県監査委員告示第６号）により公表した行政監査に係る改善又は検討を要する事項に対する

措置について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 12 項の規定により岩手県知事から通知があったので、同項の規定

により、次のとおり公表する。 

  平成 18 年５月 12日 

                                          岩手県監査委員 川 村 農 夫  

                                          岩手県監査委員 平 沼   健  

                                          岩手県監査委員 菊 池 武 利  

                                          岩手県監査委員 谷 地 信 子  

〔措置通知書〕 

地 企 第  9 0 7 号 

平成 18 年３月 30 日 

 岩手県監査委員 川 村 農 夫 様 

 岩手県監査委員 平 沼   健 様 

 岩手県監査委員 一 戸 克 夫 様 

 岩手県監査委員 谷 地 信 子 様 

              岩手県知事 増田 寛也   

   平成 16年度行政監査に係る措置結果について 

 平成 17年３月４日付け岩監総第 65号で通知のありました行政監査の結果について、地域振興部に係るものを下記のとおり措置

しましたので、地方自治法第 199条第 12項に基づき通知します。 

記 

監査対象補助金 

地域活性化事業調整費（補助金）について 

監査結果（改善又は検討を要する事項） 措 置 を 講 じ た 事 項 

１ 補助金交付制度関係 

(１) 補助対象事業の区分及び補助率の適用について 

ア 調整費による補助制度の運用に当たっては、原則と

してハード事業とソフト事業に分割して適用すること

とされているが、原則に応じた適正な事業の分割や補

助金額の算定を行うためには、ハード事業及びソフト

事業の分類に関する具体的な方法について明確に定め

ておく必要があると考えられるので、要綱等において

あらかじめ事業費の具体的な支出項目や金額基準等に

ついて列挙するなど、制度の明確化を図ることについ

て検討されたい。（本庁） 

  

 

平成 18 年３月 27 日に地域活性化事業調整費の取扱いに関

するＱ＆Ａ（以下「取扱いに関するＱ＆Ａ」という。）を制定

し、ハード事業及びソフト事業の分類に関する具体的な考え

方について明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を

図った。 

 また、平成 18 年３月 24 日に地域活性化事業調整費交付要

綱（以下「要綱」という。）を改正し、補助対象事業経費区分

をハード事業及びソフト事業に分割し、それぞれの補助率が

適正に適用されよう様式を改正し、制度の明確化を図った。



イ イベント等の補助事業の実施に伴う参加料等に関す

る補助制度上の取扱いの統一化を図るため、当該参加

料等による受益者負担金等の特定財源を補助対象経費

に含めることについての適否やその範囲等に関する制

度の明確化を図ることについて検討されたい。（本庁）

受益者負担金等の特定財源については、補助対象事業に要

する経費から控除し、事業実施主体が自ら負担すべき経費を

補助対象経費とするよう取扱いを統一化するため「取扱いに

関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知

徹底を図った。 

また、事業収入の内容が補助対象経費なのか補助対象外経

費なのか区分して記載するよう要綱の様式を改正し、制度の

明確化を図った。 

(２) 収支予算(精算)書について 

  ア 事業計画における経費の配分や内訳を具体的に把握

し、適正な事業の採択事務を行うため、収支予算（精

算）書における支出区分欄の項目の記載方法を制度上

明確化し、運用の統一化を図ることについて検討され

たい。（本庁） 

 

支出区分欄項目の記載方法について、事業計画における経

費の配分や内訳を具体的に記載するよう「取扱いに関するＱ

＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図

った。 

また、収支予算（精算）書の支出区分欄項目を事業費と事

務費とに区分し経費の配分が把握できるよう要綱の様式を改

正し、運用の統一化を図った。 

(３) 事業内容の変更等について 

  ア 補助事業の計画的な執行と適正な管理を行うため、

事業計画書における事業の実施期間の変更が生じた場

合における取扱いの明確化を図ることについて検討さ

れたい。（本庁） 

 

事業実施期間を変更する場合は、岩手県補助金交付規則（昭

和 32 年岩手県規則第 71 号）第６条第４号において、知事に

報告してその指示を受けることと規定されているが、改めて

「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記するとともに、報告する様

式を定め、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。

イ 収支予算書の支出区分の項目の新たな追加や各項目

における金額の大幅な増減については、事業内容の妥

当性や経済性の観点から十分な確認を行う必要がある

と考えられることから、これらの場合における事業変

更承認の手続の必要性について検討されたい。（本庁）

支出区分項目の新たな追加は、交付決定時に把握していな

いものであることから、事業変更承認の手続が必要である旨

「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市

町村に周知徹底を図った。 

(４) 補助金交付指令、交付決定前着手届の取扱いについ

て 

  ア 補助金交付指令、交付決定前着手届等の補助事業の

執行上不可欠な事務の取扱いについては、要綱等にお

いて整備し、制度の明確化を図ることについて検討さ

れたい。（本庁） 

 

 

補助金交付指令、交付決定前着手届等の事務の取扱いにつ

いて「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び

各市町村に周知徹底を図った。 

 

イ 財産の取得や増加を伴う補助事業においては、補助

対象施設設備を補助の目的に従い適正に管理させるた

め、規則第 19条に基づく財産の処分の制限について補

助金交付の条件として明確に定め、運用の統一化を図

ることについて検討されたい。（本庁） 

財産処分制限について補助金交付の条件として附すよう

「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記するとともに、財産処分制

限について補助金交付の条件として盛り込んだ補助金交付指

令のひな型を例示し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底

し、運用の統一化を図った。 



２ 事業の採択、補助金交付決定等関係 

(１) 事業計画等について 

  ア 事業計画内容の確認に当たっては、補助対象経費の

内訳を十分に把握できるよう収支予算（精算）書には

事業実施主体における収支の内容を具体的に記載させ

るとともに、事業計画書に事業費の積算の根拠となる

見積書、設計図書、図面、仕様書等を添付させるなど

の方法により、事業計画の具体的内容の把握を行う必

要があると考えられるので、今後適正な事務処理に努

められたい。（北上、宮古、久慈、二戸） 

  

 

収支予算（精算）書には、事業実施主体における収支の内

容を具体的に記載するよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記

し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、事業計画を具体的に

把握するため、見積書、設計図書、図面、仕様書等を事業計

画書に添付するよう指導し、改善を図った。 

  

イ 事業計画内容の確認に当たっては、事業の適正な執

行が確保されるよう、事業実施主体の定款、規約、構

成員の名簿その他の関係書類の提出を求めて十分な事

業実施主体の適格性を把握する必要があると考えられ

るので、今後適正な事務処理に努められたい。（千、

遠野、宮古） 

事業実施主体の適格性の把握方法について「取扱いに関す

るＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底

を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、事業実施主体の定款、

規約、構成員の名簿その他の関係書類により、事業実施主体

としての適格性を把握するよう指導し、改善を図った。 

(２) 補助金交付決定等について 

  ア 県の補助金交付指令により補助事業者から間接補助

事業者に対して補助金の交付の条件として付さなけれ

ばならないこととされている事項については、補助事

業者から間接補助事業者に対する補助金の交付の条件

として交付契約書等に記載の上十分な周知が図られる

必要があることから、今後適正な指導に努められたい。

（花巻、北上、水沢、一関、千、大船渡、宮古） 

  

補助事業者から間接補助事業者に対して補助金の交付の条

件として付さなければならないことについて「取扱いに関す

るＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底

を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、交付契約書等のひな

型を例示し、交付の条件として付さなければならないことを

指導し、改善の徹底を図った。 

イ 補助事業者が課税事業者である場合における補助金

の交付に当たっては、事業実施主体が課税事業者であ

るか否かの十分な確認を行うとともに、消費税相当額

を含めて交付申請が行われた場合には、あらかじめ消

費税仕入控除税額が確定した場合には、これを返還す

べき旨の交付条件を付す必要があると考えられるの

で、今後適正な事務処理に努められたい。（花巻、釜石、

宮古、二戸） 

補助事業者が課税事業者である場合における補助金の交付

の条件及び確認する事項について「取扱いに関するＱ＆Ａ」

に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。

 また、市町村担当者会議等において、間接補助事業者が消

費税の課税事業者であるか否かについて十分確認するよう指

導し、改善の徹底を図った。 

  ウ 補助金の交付決定に当たっては、定められた補助金

の交付申請書の提出期限を遵守させるなど必要な指導

を行うとともに、今後適正かつ速やかな事務処理に努

められたい。（盛岡、水沢、千、釜石、宮古） 

補助金交付申請書提出期限の遵守について「取扱いに関す

るＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底

を図った。 

また、市町村担当者会議等において、交付申請書を期限ま

でに提出するよう指導し、改善の徹底を図った。 



エ 交付決定前着手届は、補助金の交付決定の手続にお

ける例外的取扱いであるとされていることから、事業

の執行上やむを得ず交付決定前に事業に着手する必要

がある場合には、その着手の理由や条件等についての

十分な確認を行うとともに、当該手続の漏れや遅延が

生じることのないよう今後適正な事務処理に努められ

たい。（盛岡、一関、大船渡、二戸） 

交付決定前に事業着手する場合の理由や条件等について十

分に確認を行うよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各

地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、交付決定前に着手し

た事業の交付申請手続の漏れや遅延が生じることのないよう

指導し、改善の徹底を図った。 

(３) 事業変更承認について 

  ア 補助対象事業費の総額の20パーセントを超える増減

は、事業変更承認を要するものとされていることから、

今後適正な事務処理に努められたい。（水沢） 

 

補助対象事業費総額の20パーセントを超える増減について

は、要綱第３で、事業変更承認を要するものと定めているが

「取扱いに関するＱ＆Ａ」に改めて明記し、各地方振興局及

び各市町村に周知徹底を図った。 

また、事業実施主体には、市町村から周知徹底するよう指

導し、改善を図った。 

イ 補助事業の実施主体の変更は、事業目的に影響を及

ぼす重要な変更であり、事業変更承認の手続きにより

十分な内容の確認を行う必要があると考えられること

から、今後適正な事務処理に努められたい。(千) 

事業実施主体から他の団体へ補助金の一部を交付すること

は、事業目的に影響を及ぼす重要な変更であり、事業実施主

体の変更承認申請が必要になる旨「取扱いに関するＱ＆Ａ」

に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。

また、事業実施主体には、市町村から事業検討時に実施主

体の構成について十分検討するよう指導し、改善を徹底する

こととした。 

ウ 事業変更承認に当たっては、具体的な変更の理由や

経費の内訳資料等の提出を求めて、十分な内容の確認

を行う必要があると考えられることから、今後適正な

事務処理に努められたい。（北上、宮古） 

事業変更承認に当たっては、変更理由や変更内容の確認を

十分に行い、経費の内訳資料等の提出を求めて確認するよう

「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市

町村に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、事業内容の変更に関

して補助事業者と間接補助事業者相互に密な連絡調整に努め

るよう指導し、改善の徹底を図った。 

エ 補助事業者から県に対する事業変更承認の申請は、

要綱において変更の理由が生じた日から15日以内に提

出することとされていることから、定められた提出期

限を遵守するよう今後適正な指導に努められたい。（一

関、宮古、二戸） 

事業変更承認の提出期限は、要綱第７で定めているが「取

扱いに関するＱ＆Ａ」に改めて明記し、各地方振興局及び各

市町村に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、変更承認申請の提出

期限を遵守するよう指導し、改善の徹底を図った。 



３ 補助事業の完了確認、補助金交付等関係 

(１) 完了確認、補助金交付事務について 

ア 補助事業の完了確認に当たっては、今後適正な完了

確認者の指名手続に基づき執行するよう努められた

い。（盛岡） 

 

 

完了確認者の指名手続きについては、会計規則に基づき事

務処理を行うよう改めて「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、

各地方振興局に周知徹底を図った。 

 また、完了確認時は、確認者が指名された者なのか再確認

を行い、変更が必要な場合は事前に変更措置を行うこととす

るよう振興局内で、文書により確認し、適正な事務処理に努

めることとした。 

  イ 間接補助事業における県の補助事業者に対する完了

確認に当たっては、補助事業者が間接補助事業者に対

して行った完了確認の実施日やその結果等を明らかに

した書類の提出を求めるなど、補助事業者における確

認の内容を十分に調査する必要があると考えられるこ

とから、今後適正な事務処理に努められたい。（北上、

一関、大船渡） 

完了確認は、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等

の交付決定内容及びこれに附した条件に適合するものである

かどうかを十分に調査しなければならないものである旨「取

扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村

に周知徹底を図った。 

 また、市町村の会計規程やその適用方法を確認・調査し、

任意様式による確認調書を市町村に対し作成するよう求め、

改善を図った。 

  ウ 補助事業者から県に対する完了報告は、事業の管理

や完了確認を適切に行うためにも、事業の完了後すみ

やかに提出させるよう今後適正な指導に努められた

い。（盛岡、北上、水沢、千、大船渡、遠野、宮古、

久慈、二戸） 

完了報告は、完了した日から起算して 1 月以内又は当該年

度の３月 31日までのいずれか早い日までに提出するよう「取

扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村

に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、事業完了後すみやか

に完了報告を提出するよう指導し、改善の徹底を図った。 

(２) 事業の実施内容等について 

  ア 補助事業の実施に当たっては、事業の趣旨、目的に

照らし、実施する業務の必要性について十分に確認を

行う必要があると思われるので、今後適正な事務処理

に努められたい。（二戸） 

 

補助事業の実施に当たっては、事業の趣旨、目的に照らし、

実施する業務の必要性について十分に確認する必要がある旨

を「取扱いに関するＱ＆Ａ」に改めて明記し、各地方振興局

及び各市町村に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、事業の実施内容等に

ついて十分に確認を行うよう指導し、改善を図ることとした。

  イ 補助事業の実施に当たっては、事業の経済性の観点

から、複数者による経済比較による発注に努めるとと

もに、１者指名随意契約による場合はその理由につい

て明確に整理しておくべきであると考えられるので、

今後適正な指導に努められたい。（盛岡、花巻、北上、

一関、千、大船渡、遠野、釜石、宮古、久慈、二戸）

物品購入等の発注に当たっては、１者指名随意契約の場合

の明確な根拠について、申請書の添付資料として併せて提出

するよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興局

及び各市町村に周知徹底を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、当該目的を達成する

ために、最小の経費で最大の効果をあげることについて確認

するよう指導し、改善を図った。 



ウ 事業の完了確認に基づき補助金を交付した後は、事

業実施主体においてすみやかに支払事務を完了させる

よう今後適正な指導に努められたい。（久慈） 

事業実施主体が、補助金の精算額を受領した場合は、速や

かに発注業者へ支払いするよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に

改めて明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図っ

た。 

 また、市町村担当者会議等において、事業実施主体におい

てすみやかに支払い事務を完了させるよう指導し、改善を図

った。 

４ 財産の管理、利用状況の把握等関係 

(１) 関係書類の保管、財産管理について 

  ア 補助事業に係る帳簿や収入支出についての証拠書類

は、補助金交付の条件として定められた期間中は補助

事業者等において適切に保存されるよう今後適正な指

導に努められたい。（盛岡、水沢、千、宮古、久慈）

 

 

 

帳簿や収入支出についての証拠書類の保存については、間

接補助事業者への契約書等にも明示し適切に保存する必要が

あることを「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各地方振興

局及び各市町村に周知の徹底を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、当該収入及び支出に

ついての証拠書類を５年間保存するよう指導し、改善の徹底

を図った。 

イ 補助事業により導入した施設設備については、当該

施設設備の所有や管理方法を明確にするため、事業実

施主体における財産台帳や管理方法に関する関係書類

を整備しておくとともに、事業採択時においても、事

業完了後の財産の管理方法について十分な確認を行う

必要があると考えられるので、今後適正な事務処理に

努められたい。（盛岡、北上、水沢、千、宮古） 

補助事業により導入した施設設備については、事業完了後

の財産の管理方法について効率的な使用を図る必要があるの

で、財産台帳等の所有を証する書類を整備のうえ保存し、適

正に財産を管理するよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、

各地方振興局及び各市町村に周知の徹底を図った。 

 また、市町村担当者会議等において、財産台帳や管理方法

に関する関係書類を整備するよう指導し、改善を図った。 

ウ 補助事業者の委託により購入した物品については、

補助事業者において財産台帳を整備するなど適切な財

産管理を行う必要があることから、今後適正な指導に

努められたい。（釜石） 

補助事業者の委託により購入した物品については、補助事

業者において財産台帳を整備するよう「取扱いに関するＱ＆

Ａ」に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知の徹底を図

った。 

また、市町村担当者会議等において、補助事業者において

財産台帳を整備するなど適切な財産管理を行うよう指導し、

改善の徹底を図った。  

なお、監査対象となった事案については、補助事業者にお

いて備品台帳を整備させ改善した。 

(２) 利用状況の把握について 

ア 補助事業の目的達成の検証には特に意を用いなけれ

ばならないものであり、補助対象の施設設備や成果品

の利用状況の把握は、当該事業の有効性を検証するう

えで重要であると考えられるので、取扱通知に基づき

今後適正な利用状況の把握に努められたい。（各局共

通） 

  

補助事業目的達成の検証については、毎年度通知する地域

活性化事業調整費事務取扱い（以下「事務取扱」という。）で、

最低３年間は利用状況等を調査することと規定しているが、

改めて事業効果の検証を行うよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」

に明記し、各地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。



５ 補助事業の成果等関係 

 ア 実証試験を目的とする施設設備等の導入事業において

は、当該試験の実施結果に関する成果資料の提出を求め

るなどして事業の効果や有効性を確認することが望まし

いと考えられるので、今後適正な事務処理に努められた

い。（花巻、北上、千） 

  

事業の効果や有効性を確認するため、試験結果報告書の事

業完了時提出の義務化、導入事業完了後の追跡成果調査など、

事業効果の検証確認について「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明

記し、各地方振興局及び各市町村に周知の徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、事業実施結果に関す

る成果資料の提出を求めるなどして確認するよう指導し、改

善を図った。 

イ 調整費による補助事業は、その対象とされる事業範囲

が極めて広範であり、また、先導的なモデル事業の性質

を有するものも実施されていることから、事業の目的、

目的達成のための詳細な事業の実施方法、目標指標等を

明確にした具体性のある事業計画に基づいて、事業の有

効性や内容の妥当性等について十分な確認を行う必要が

あると考えられるので、今後適正な事務処理に努められ

たい。（宮古、花巻、水沢） 

 

 

 

本制度は、地方振興局が管内の各分野にわたる事業の調整、

補完、市町村と一体となった地域振興施策の支援、誘導、地

域づくりの機運の醸成、地域の活性化、あるいは地方振興局

と市町村との連携や広域的な連帯感の醸成を図るために実施

するものであることから、事務取扱において、最低３年間は

利用状況等を調査することと規定しているが、改めて事業効

果の検証を行うよう「取扱いに関するＱ＆Ａ」に明記し、各

地方振興局及び各市町村に周知徹底を図った。 

また、市町村担当者会議等において、調査研究・実証事業

の成果のとりまとめ等については、完了確認時に成果を確認

するよう指導し、改善の徹底を図った。 
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